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研究成果の概要（和文）：本研究は、課徴金制度の持つ違反行為の抑止目的を踏まえ、これを達成する上での裁
量法制の手続的正統性を探るとともに、令和元年改正における新動向を踏まえ、EU競争法との比較検討を交えた
法的な整理・分析を行うことを目的とするものである。
研究成果を端的に表すのは、単著『課徴金制度』（第一法規、2020年）である。課徴金制度の全容を明らかにし
た書籍として、これまでの研究成果を網羅している。また、法律時報92巻3号、公正取引839号、ジュリスト1550
号（いずれも2020年）の3つの論考は、書籍脱稿後に公表された令和元年改正下位法令等を詳細に分析するもの
として、単著を補完する研究成果として重要である。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to explore the procedural legitimacy of 
discretion in calculating administrative fines (surcharge), as well as to organize and analyze the 
new amendments of the Antimonopoly Act, with a comparative study of fining practices in EU 
competition law.
The results of the research are straightforwardly expressed in the monograph "Surcharge System" 
(Daiichi-Hoki, 2020). As a book that clarifies the full scope of the surcharge system of the 
Antimonopoly Act, it encompasses the results of my research to date. In addition, the three articles
 in Houritsu-Jihou Vol.92, No.3, Kousei-Torihiki No.839, and Jurist No.1550 (all in 2020) are 
important as research results that complement the single-authored book, as they provide detailed 
analysis of new amendments, which were published after the book was finished.

研究分野：経済法

キーワード： 課徴金　制裁金　課徴金減免

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
 カルテル・談合をはじめとする独禁法違反の抑止効果を高めるために、課徴金制度は中心的な役割を担ってき
た。しかし、課徴金は非裁量性を旨としているため、流通経路の多層化や取引関係の多様化がグローバルに広が
る経済実態に対して十分に対応しきれない現状にある。しかし、公正取引委員会に課徴金算定上の行政裁量を委
ねるに当たっては、わが国の法制に照らし、裁量統制を実現する事前・事後の手続保障が必要となる。本研究で
は、課徴金の法的性格等を精査しながら、EU競争法における聴聞、理由付記等の処分前手続及び抗告訴訟におけ
る全面的な司法審査といった比較法を軸に、これまでの学術研究の欠落を補う示唆を得た。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



 

 

様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
⑴ 独占禁止法分野においては、カルテル・談合をはじめとする違反行為を効果的に抑止するこ
と、すなわち法規制の実効性確保が立法・運用上の重要な課題として広く認識されている。昭和
52 年に他の法分野に先駆けて独占禁止法に課徴金制度が導入されたのも、「カルテルの摘発に伴
う不利益を増大させてその経済的誘因を小さくし、カルテルの予防効果を強化することを目的
として……カルテル禁止の実効性確保のための行政上の措置として機動的に発動できるように」
（最判平成 17 年 9月 13 日）する必要があったからである。以降、カルテルを効果的に抑止する
ための OECD 勧告に応じ、世界中で競争法の執行を強化する動きが相次ぎ、わが国でも数度の法
改正を経て課徴金制度は一層強化されるに至っており、独占禁止法規制の実効性を確保する上
で、課徴金制度の役割は非常に大きなものとなっている。 
 
⑵ 一方、課徴金に関しては、その法的性格から非裁量性を旨としているため、あらゆる事態を
想定した算定規定を整備する必要があり、法規として極端に複雑化しやすい傾向にある。また、
インターネットが普及し、流通経路の多層化や取引関係の多様化が進展するとともに、商圏が世
界各地に広がった結果、課徴金算定基礎となる「売上額」の解釈一つをとっても、完全子会社の
売上額を親会社の売上額とみなすことができるか、実体法上の概念である「一定の取引分野」と
密接関連性を持つ売上額とは何かなど、現代的課題が頻発して争訟実務が複雑化の一途をたど
っている。また、近年の国際カルテル事件に対する厳罰化の流れを受け、外国所在の違反事業者
に対しても課徴金納付が命じられるようになってきたところ、法執行の国際化を視野に入れて
いなかった課徴金制度の制度疲労も明らかになってきている。このように、昭和 52 年の課徴金
制度導入当時では想定していなかった新しい論点が課徴金算定の実務において生じており、非
裁量で硬直的な制度であるがゆえ、経済実態の急激な変化に伴って違反行為の抑止効果が発揮
できない場面が増えてきた。 
 
⑶ これに対し、公正取引委員会と経済法研究者の間では、課徴金算定に関する規定が複雑化し、
具体的事例では妥当な課徴金額を算定できずに法運用実務が滞る一因は、公正取引委員会に課
徴金算定上の行政裁量がないからだとする見方が強い。確かに、非裁量的な法制によって弾力的
な運用ができず、経済実態とかけ離れていることを認識しつつも抑止効果が不十分の課徴金額
を算定しなければならないこともあるし、法制上全ての経済実態を反映した規定を事前に備え
ておくことも非現実的である。例えば、カルテルに基づく実際の値上げ額を認定しておきながら、
その額よりも算定後の課徴金額が圧倒的に低くなることも少なくない。行政裁量という調整弁
を持っていなければ妥当な課徴金額を設定し得ないとの考えも強く、公正取引委員会も裁量型
課徴金制度を模索している。 
 
⑷ 一方、裁量型課徴金制度というのは、わが国に例のない立法である。裁量型課徴金を志向す
る主張の多くは、EU 型の広範な裁量を希求するが、わが国の行政手続及び司法手続に照らし、
いかなる手続的保障を与える必要があるかについて十分な学術的根拠はない。EU では、違反事
業者に対する制裁金を課すに当たり、聴聞に相当する手続を経て非常に詳細な理由付記を行う
ことが処分前手続として要求されている。抗告訴訟においても裁判所が処分内容を比例原則・平
等原則に照らして厳格に審査し、内容変更の権限もあるなど、全面的な司法審査に服することが
求められる。実務上の必要性だけでなく、法制上の許容性を充足し得るかが十分に検証されなけ
ればならない。このように、全面的な裁量権の行使には、それを可能にする法制上の課題、そし
て裁量統制を実現する事前・事後の手続保障が必要となる等の点が、実務上のみならず法理論上
も重要な法的課題となっている。 
 
２．研究の目的 
(1) 本研究は、上記で指摘する学術研究の欠落に対する一つの回答を模索することを目的とす
る。特に、どの程度の裁量であれば、専門的判断に即し、司法審査に馴染むのか、比較法的な研
究も含め、総合的な視点からの研究は未だ発展途上である。行政裁量それ自体を否定するのでは
なく、課徴金制度の持つ違反行為の抑止目的を踏まえ、これを達成する上での裁量法制の理論的
限界点を探るとともに、これを手続的に統制するための関連要素をあぶり出し、わが国の現状を
踏まえて法的な整理・分析を行おうとするのが、本研究の主たる目的である。 
 
(2) なお、数次にわたる法改正の結果、課徴金制度は独占禁止法違反行為のほぼ全体に広がっ
た。特に、優越的地位の濫用（独占禁止法 2条 9項 5号）に対する課徴金は、裁量型が望ましい
とされる要因の一部を形成しており、これを切り離して法的論点を論ずることは不適当と思わ
れる。カルテル以外の課徴金対象違反行為も研究対象に含め、蛸壺的議論を避けることも重要と
考えられる。 



 

 

 
３．研究の方法 
⑴  本研究では、国内の学術研究成果に限りがある一方、諸外国では行政裁量が用いられた制裁
金制度が多く見られ、またその理論的研究も盛んに行われていることから、わが国課徴金制度と
の比較法分析に資する範囲で、制裁金制度に関する裁量の統制手法についての法的論点を調査
した。独占禁止法上の課徴金制度は、我が国独自の法環境のもとで生まれ、発展してきたもので
あるが、先進各国の競争法には同様の金銭的制裁制度が整備されており、それらの中には課徴金
制度以上に効果的に機能していると評価できるものもあるからである。 
 
⑵  比較法研究を行うために、まずは、現行課徴金制度の基本的性格の整理を具体的に進める必
要がある。公正取引委員会において課徴金制度に関する立法関係資料等を閲覧するなど、公務に
支障が出ない範囲で一次資料の調査を行った（内容は一部守秘義務により公開できない）。また、
課徴金算定実務は外部からは窺い知ることはできないことから、公正取引委員会の担当職員や
独占禁止法運用実務に精通する弁護士の知見を活用して実態を明らかにするための情報交換を
積極的に行った。 
 
⑶  EU における制裁金算定に関する調査研究は、具体的には、わが国課徴金制度の法的課題に
対し、欧州委員会が競争法の違反行為者に対して課す行政上の制裁金制度においてどのような
対応をしているかを主たる検討材料とした。すなわち、欧州委員会は制裁金の賦課に際して規則
及びガイドラインに基づく算定を行っているが、具体的事実への当てはめや算定上の考慮要素
についてはこれらに明記されておらず、個々の事件処理と裁判例をもって具体化されるように
設計されているところ、これらの規範を判例・文献を分析したり、関係者へのインタヴューによ
る調査を重視した。これにより、ガイドラインからは窺えない課徴金の算定方法についての規範
的な基準を見出すことにつながり、我が国課徴金制度の問題点を検討する上で重要な示唆を掴
むきっかけとなった。 
 
４．研究成果 
（1）『課徴金制度──独占禁止法の改正・判審決からみる法規範と実務の課題』（第一法規、2020

年） 
 本論文では、独占禁止法に課徴金制度が導入された 1977 年から 2020 年までの法改正の経緯
や判審決を含む、課徴金制度の全容を対象とするため、本書では、蛸壺的に発展している課徴金
制度をめぐる法的論点を統合的に整理・分析し、この制度の趣旨・目的に沿った本来機能が発揮
される方向での解釈が検証されている。その概要は以下のとおりである。 
第 1章では、独占禁止法改正の歴史や判審決を踏まえながら、その法的性格を解明する。近年

の改正内容は主に課徴金制度に関するものに集約されており、立法経緯と規定内容を個別詳細
に検証することで、課徴金の法的性格を検証する内容となっている。一貫して問題となる法的性
格として、法目的との関係を踏まえながら、制裁としての機能と賦課手続の非裁量性がどのよう
な影響を及ぼしてきたかについて、歴史的経緯を踏まえながら論証している。そして、現在では
名実ともに違反抑止が目的となっており、「不当利得の剥奪」は比例原則に見合った適切な課徴
金水準を見出すための１つの立法政策上の指標にすぎないと結論付けている。 
第 2章では、加減算規定の合目的性を検討し、問題の整理と課題を提示する。規定の複雑化に

伴い混乱した議論を整理した上で、課徴金規定の文理と趣旨を重視しつつ、判審決との整合性や
法解釈の限界を見極めて最大限の具体的妥当性を探る内容となっている。これらの課題は、平成
17 年改正以後に登場した比較的新しいものではあるが、適用事例も徐々に積み上がってきてお
り、具体的事例とともに EU競争法における類似制度の理論的処理を参照点に、目的論解釈と文
理解釈・論理解釈を駆使しながら、問題点を炙り出している点に特徴がある。こうした整理・指
摘の一部は既に令和元年改正によって法制度に反映される結果となった一方、今後に残された
課題も明示している。 
第 3章では、課徴金減免制度の規定解釈を中心としながら、その付随的効果までも検討対象と

している。まず、先進各国で取り入れられているリニエンシー制度と比較しながら、我が国にお
ける制度の特徴を整理する。その上で、順番の繰上げ、減免適用数、調査開始日、欠格事由、協
議制度といった各法的論点を具体的事例に基づいて検証を行っている。また、課徴金減免制度が
もたらす付随的効果として、減免適用者に対して排除措置を命じないとの実務運用に疑問を呈
するなど、排除措置命令、損害賠償訴訟、行政機関による指名停止、刑事訴追、株主代表訴訟と
いった項目を挙げて、法目的に適合した解釈のあり方について検討をしている。最後に、我が国
制度のモデルとなった米国のリニエンシー制度についても、詳細な分析を行っている。 
第 4 章は、本書のハイライトの一つであり、EU 競争法との比較法的視点を交えつつ、当該商
品・役務の解釈論題を中心に、実行期間や売上額の論点整理や条文解釈が行われている。そこで
は、解釈の構造と方向性として、算定基準の明確性や算定の容易性と具体的な算定結果の妥当性
との解釈上の適切なバランスが明確に論じられている。これまで争訟上問題とされてきた実行
期間と売上額の解釈に加え、特に談合事案における具体的競争制限効果の機能と意義に触れつ
つ、先例を踏まえた法的判断枠組みを提示している点が、学術研究上も最も重要な点である。こ



 

 

れまで学説からの批判が多かった具体的競争制限効果という法概念についても、裁判例の理解
を整理する形で前向きに評価するとともに、立証負担とのバランスに配慮して法解釈を展開し
ているといえる。 
第 5章では、特に法的社会的関心の高い優越的地位濫用だけでなく、私的独占ほか全ての課徴

金算定規定が取り扱われている。私的独占で特に問題となる論点として対価要件を取り扱って
いるが、これは、不当な取引制限でも問題となる重要論点の一つである。また、不公正な取引方
法については、未だ課徴金算定事例のない行為類型も多いが、規定の趣旨に基づいた解釈のあり
方が考察されている。そして、優越的地位濫用に対する課徴金については、算定の基礎、算定率、
賦課要件として継続性、算定対象期間、終期認定、下請法との関係まで統合的に検討の対象とさ
れている。 
そして、最終第 6章では、令和元年改正の評価と課題に触れ、その将来像が検討されている。
特に令和元年改正については、規定の詳細な検討というよりは、これまでの分析を踏まえ、改正
の理論的背景や残された課題を浮き彫りにするものとなっている。この点については、「課徴金
制度の改正──令和元年改正の評価と課題」法律時報 92巻 3号（2020年）、「課徴金減免制度に
おける調査協力減算制度の意義と課題」公正取引 839 号（2020 年）、「課徴金制度全体をめぐる
考え方」ジュリスト 1550号（2020年）の３論文が、本書刊行後に公表された下位法令やガイド
ラインを踏まえながら、令和元年改正についての詳細を検討している。こうした検討に加え、国
際市場分割カルテルにおける法解釈問題や外国事業者に対する課徴金算定・徴収における手続
的課題なども論じている。最後に、課徴金制度の将来像も提示されている。 
 
（2）課徴金制度導入後の優越的地位濫用規制の在り方 
 これまで、優越的地位の濫用規制には、他の不公正な取引方法と規制範囲が重複することを前
提に、他の不公正な取引方法に該当しない取引方法を一般条項的に受け止める役割が期待され
てきた。その結果、優越的地位濫用は、独占禁止法における違反行為類型の中で最も規制範囲が
わかりにくいものとなっている。しかし、平成 21 年独占禁止法改正によって課徴金対象行為と
されるに至り、規制範囲及び課徴金算定対象が不明確であることに起因して、これまでのところ、
課徴金納付命令の対象となった事件はすべて審判で係争されている状態にある。 
このように、課徴金制度の導入により、これまでになく、優越的地位濫用の規制範囲を明確化

し、適切な独占禁止法の運用を促すことが要請されると同時に、これまで通り、他の不公正な取
引方法では文理上規制できない悪質な行為を規制することも求められるという点で、優越的地
位濫用に関する解釈の方向性も、多元的な融合点を求められるようになってきている。 
（関連する主な研究成果物として、『論点体系 独占禁止法［第 2版］』（第一法規、2021 年）、「優
越的地位濫用の認定手法と課徴金算定上の問題：ラルズ事件（東京高判令和 3・3・3）」NBL 1207
号（2021 年）、「優越的地位濫用規制の行為類型論」日本経済法学会年報 41号（2020年）、「独占
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